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認　　可　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ フ リ ガ ナ ） （ フ リ ガ ナ ）

氏　　　名 氏　　　名

（現職就任年月） （現職就任年月）

（ ワタナベ　　タカシ ） （ ワカイ 　 　ヤイチ ）

　　渡　邉　　　隆 若　井　彌　一

（平成１６年４月） （平成２１年４月）

（ ワタナベ　　タカシ ） （ ワカイ 　 　ヤイチ ）

　　渡　邉　　　隆 若　井　彌　一

（平成１６年４月） （平成２１年４月）

（ コバヤシ　　タツシ ）

　　小　林　辰　至

（平成２０年４月）

　　　由と変更年月日，報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成２０年度に報告済の内容　→（20）

　　　　　　平成２１年度に報告する内容　→（21）

専 攻 長

(20)　設置計画に基づき「上越
教育大学教育研究組織規則（平
成20年４月１日施行）」を整備
し，大学院学校教育研究科の各
専攻に専攻長をおくこととし
た。

（注）　『(３)　大学院の位置』は，大学院の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入

　　　してください。

　　　　『(４)　管理運営組織』の「変更状況」欄は，変更があった場合のみ記入し，併せて「備考」欄に変更の理

理 事 長 該当なし

学　　長
(21)任期満了に伴う変更（平成
21年４月１日）

研究科長

(21)研究科長は学長をもって充
てる旨を定めた本学学則の規定
に基づき変更（平成21年４月１
日）

　　　　新潟県上越市山屋敷町１番地

（４） 管理運営組織

職　　名

　　　　上 越 教 育 大 学　　大 学 院

（３） 大学院本部の位置

　　　〒９４３－８５１２

　　　　国 立 大 学 法 人　　上 越 教 育 大 学　

（２） 大　学　名

教職大学院設置に係る設置計画履行状況報告書

１　調査対象大学院の概要等

（１） 設　置　者
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修業年限 入学定員 収容定員

年 人 人

学校教育研究科

　教育実践高度化 2 50 100

　専攻（Ｐ）
　教職修士(専門職)

　教育実践リーダー (標準学生数)

　コース 30
　学校運営リーダー (標準学生数)

　コース 20

（教育実践リーダーコース）

対象年度

区　分

人 人

30 30

33 62

　（５）－②－（ａ）　調査対象研究科等の入学者の状況（概要）

平成２０年度 平成２１年度
平均入学定員

超 過 率
備　　考

Ａ　 入学定員

志願者数

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

　（５）－①　調査対象研究科の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

認 可 時 の 計 画
備　　　　　考

［教育実践リーダーコース］
　教職に関わる精深な学識を授けるとともに、理論と実践の架
橋・往還・融合を通して、子どもの経験の総体としてのカリ
キュラムを教室や学校で自らデザインできる「指導的立場から
方向性を示す教員」と「即戦力となる新人教員」を養成するこ
とを目的とする。
【注】本コースの名称である教育実践とは、教科学習だけでな
く、教科外学習をも含むものである。

［学校運営リーダーコース］
　教職に関わる精深な学識を授けるとともに、理論と実践の架
橋・往還・融合を通して、生き生きとした子どもの学びや教師
の活動を実現する学校を自ら企画・運営していくことのできる
「学校において指導的な役割を果たす教員」を養成することを
目的とする。
【注】本コースの名称である学校運営リーダーとは、狭義に校
長や教頭という学校経営リーダーを指すものではなく、教務主
任や生徒指導主事などをはじめとする中核的中堅教員（ミドル
リーダー）を指すものである。

33 62

33 59

　

32 57

　

26 44

入学定員超過率 　

Ｂ／Ａ 0.86 1.46

（学校運営リーダーコース）

人 人

20 20
　

6 7

　

6 7

　

6 7

　

6 7

入学定員超過率 　

Ｂ／Ａ 0.3 0.35

備　　考

Ａ　 入学定員

０．３２倍

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

　　　　　対象年度
 区　分

平成２０年度 平成２１年度
平均入学定員

超 過 率

１．１６倍
受験者数
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（教育実践リーダーコース）

26 44

26

26 70

（学校運営リーダーコース）

対象年度

学　年

6 7

6

6 13

平成２０年度 平成２１年度 備　　　　　考

１年次

２年次

計

　（５）－③－（ａ）　調査対象研究科等の在学者の状況（概要）

　　　　　対象年度
 学　年

平成２０年度 平成２１年度 備　　　　　考

１年次

２年次

計

6 13

（注）１　（５）－①の「備考」欄には，各コースが目指す人材育成像を簡潔に記入してください。
　　　２　（５）－②，③は，コース毎に記入してください。
　　　３　「平均入学定員超過率」欄には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してくだ
　　　　さい。入学定員超過率については，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入
　　　　し，平均入学定員超過率も同様の方法としてください。
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（教育実践リーダーコース：平成２０年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 2 5 1 8

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 2 5 1 8

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 4 5 1 10

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 4 5 1 10

有 6 14 13 1 16

無 0

小　計 6 14 13 1 16

（教育実践リーダーコース：平成２１年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 11 5 1 17

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 11 5 1 17

派遣制度 1 2 3

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 2 3

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 13 8 1 22

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 13 8 1 22

有 2 14 18 18 2 22

無 0

小　計 2 14 18 18 2 22

　（５）－②－（ｂ）　調査対象研究科等の入学者の状況（学生の区分毎）

区　　　分

現

職

教

員

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

静岡県
教育委員会

計

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無

学部新卒者以外で，現職教
員以外の者を含む。

区　　　分

現

職

教

員

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

静岡県
教育委員会

愛知県
教育委員会

計

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無

学部新卒者以外で，現職教
員以外の者を含む。

4



（学校運営リーダーコース：平成２０年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 3 1 1 5

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 3 1 1 5

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 4 1 1 6

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 4 1 1 6

有 0

無 0

小　計 0

（学校運営リーダーコース：平成２１年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 1 4 1 6

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 4 1 6

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 1 5 1 7

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 1 5 1 7

有 0

無 0

小　計 0

区　　　分

現

職

教

員

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

計

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無

区　　　分

現

職

教

員

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

計

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無
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（教育実践リーダーコース：平成２０年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 2 5 1 8

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 2 5 1 8

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 4 5 1 10

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 4 5 1 10

有 6 14 13 1 16

無 0

小　計 6 14 13 1 16

（教育実践リーダーコース：平成２１年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 11 5 1 17

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 11 5 1 17

派遣制度 1 2 3

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 2 3

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 13 8 1 22

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 13 8 1 22

有 2 14 18 18 2 22

無 0

小　計 2 14 18 18 2 22

現

職

教

員

計

　（５）－③－（ｂ）　調査対象研究科等の在学者の状況（学生の区分毎）

区　　　分

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

静岡県
教育委員会

計

群馬県
教育委員会

新潟県
教育委員会

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無

学部新卒者以外で，現職教
員以外の者を含む。

区　　　分

現

職

教

員

静岡県
教育委員会

愛知県
教育委員会

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無

学部新卒者以外で，現職教
員以外の者を含む。
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（学校運営リーダーコース：平成２０年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 3 1 1 5

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 3 1 1 5

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 4 1 1 6

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 4 1 1 6

有 0

無 0

小　計 0

（学校運営リーダーコース：平成２１年度入学者）

幼稚園 小学校 中学校 高 校
特別支援
学　　校

小 計 備　　考

派遣制度 1 4 1 6

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 4 1 6

派遣制度 1 1

修学休業制度

勤務継続

その他

小　計 1 1

派遣制度 1 5 1 7

修学休業制度

勤務継続

その他

合　計 1 5 1 7

有 0

無 0

小　計 0

計

区　　　分

現

職

教

員

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無

区　　　分

現

職

教

員

新潟県
教育委員会

群馬県
教育委員会

（注）１　（５）－②－（ｂ），③－（ｂ）は，コース毎，年度毎に記入してください。
　　　２　学部新卒者で教員免許を複数所持している場合は，該当する校種（幼稚園～特別支援学校）の区分すべてに
　　　　記入し，小計には実数を記入してください。
　　　３　現職教員で，自費で通っている学生等がいる場合は，適宜欄を設けて記入してください。
　　　４　退学者がいる場合は，在学者の状況の備考欄に人数及び具体的理由を記入してください。

計

学
部
新
卒
者

教員免許
の有無
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　 に関する領域

　 方法に関する領域

　 に関する領域

　 に関する領域

　 に関する領域

理科授業デザイン論 ２ ２ ○ １

教科の固有性を踏まえた算
数・数学科の学習指導の理論
と実際

２ ２ ○ １

算数・数学科授業デザイン論 １ ２ ○ １

国語科授業のデザインと評価 ２ ２ ○ １

授業と学校の改善に向けた教
育調査の理論と実際

１ ２ ○ １

特別支援教育における授業づ
くりの理論と実際

１ ２ ○

１

道徳性の発達と支援 １ ２ ○ １

１

教科内容・方法学特論 １ ２ ○ １

１

学習デザイン論 １ ２ ○

　
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
科
目

＜教育実践リーダーコース＞

学び合いの授業論 １ ２ ○

勇気づけの学級づくり論 １ ２ ○

３

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

２ １ ○ ５ ３

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

１ １ ○ ５

３

学校運営リフレクションⅡ ２ ４ ○ ５ ３

学校運営リフレクションⅠ １ ４ ○ ５

＜学校運営リーダーコース＞

７

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

２ １ ○ ６ ７

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

１ １ ○ ６

７

教育実践リフレクションⅡ ２ ４ ○ ６ ７

　
コ
｜
ス
別
選
択
科
目

　
学
校
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
科
目

＜教育実践リーダーコース＞

教育実践リフレクションⅠ １ ４ ○ ６

学校教育と教員の在り方
に関する事例研究

１ ４ 　 　 ○ ５ １

４

⑤ 学校教育と教員の在り方

　
学級経営、学校経営の実
践と課題

１ ４ 　 　 ○ ４

　 　 　 　

④ 学級経営及び学校経営

生徒指導、教育相談の実
践と課題

１ ４ 　 　 ○ ５ ３

③ 生徒指導及び教育相談

教科等の実践的な指導方
法の実践と課題

１ ４ 　 　 ○ ２ ４

② 教科等の実践的な指導

　
教育課程の編成・実施の
実践と課題

１ ４ 　 　 ○ ４ ４

　 　

　

① 教育課程の編成及び実施 　 　 　 　 　 　 　

助　教 助　手

　
臨
　
床
　
共
　
通
　
科
　
目

備　　　　考
必　修 選　択 自　由 講　義 演　習

実験
実習

教　授 准教授 講　師

２　授業科目の概要

（１） 授業科目表

授業科目の名称
配当
年次

単位数又は時間数 授業形態 専 任 教 員 配 置
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学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

２ ２ ○ ９ ７

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

１ ２ ○ ９ ７

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

２ ３ ○ ９ ７

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

１ ３ ○ ９ ７

９ ７

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

２ ５ ○ ９ ７

体で学ぶ一斉指導の基礎技法 ２ ２ ○ １

実

習

科

目

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

１ ５ ○

校内の授業研究のシステム化
と授業研究の方法

１ ２ ○

学校経営と人権教育特論 １ ２ ○ １

実践的学校経営特論 ２ ２ ○ １
学校経営の危機管理と実践的
課題

２ ２ ○ １

１

宗教と公教育 １ ２ ○ １

現代の教育改革とビジョン １ ２ ○

学校文化改革の課題と視点 １ ２ ○

小学校英語授業づくり論 ２ ２ ○
＜学校運営リーダーコース＞

身体教育学演習 ２ ２ ○

「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

２ ２ ○

生活科の教科特性とその存在
意義

２ ２ ○ １

社会認識を深める授業づくり
の実際と課題

２ ２ ○ １
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必修 選択 自由 計 必修 選択 計

科目 科目 科目 科目 科目 科目 科目

5 38 0 43 5 38 43

[　０] [　０] [　０] [　０] [　０] [　０] [　０]

番号 単 位 数 配当年次 未開講の理由，代替措置の有無

１

２

３

番号 単 位 数 配当年次 未開講の理由，代替措置の有無

１

２

３

（２）授業科目数

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備　　　　　考

自由

科目

0

[　０]

（３） 未開講科目

授業科目名 共通・分野別・実習 必修・選択・自由

なし

（４） 廃止科目

授業科目名 共通・分野別・実習 必修・選択・自由

なし

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　なし

（６） 「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

未開講科目と廃止科目の計
＝ 0.00

認可時の計画の授業科目数の計

（注）１　「(１)　授業科目表」は，設置認可申請書の様式第２号（その２）に準じて作成してください。

　　　２　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消し修

　　　　正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しとした部分については，黒字で記載してください。

　　　３　授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の提出日等を「備考」に記入してください。（今後，審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　４　「(２)　授業科目数」は，未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入す

　　　　る（資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，

　　　　［　］内に差し引き数を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

　　　５　「(３)　未開講科目」は，配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となっている授業

　　　　科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　　以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　６　「(４)　廃止科目」は，認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した

　　　　授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　７　「(５)　授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」」欄には，

　　　　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　知方法」を記入してください。

　　　８　「(６)　「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合」は，小数点
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３　施設・設備の整備状況

（山屋敷キャンパス）

区　　分 備　　　　考

【施設】

　講義室

　演習室

　実験実習室

　その他教室

（専用講義室）

（専用演習室） 　　9室
(21)修学環境の充実を目的とした
教職大学院棟の増築

　自習室 24時間

　図書室 平日  9時～22時

土・日・祝日 11時～17時　

　パソコン室 平日  8時40分～20時45分

　教員研究室

　語学学習室

【設備】

　図書

　その他設備

　（　　　　　　）

（注）１　複数のキャンパスに分かれている場合は，キャンパス毎に作成してください。

　　　２　学部等との共用関係がある場合は，学部，研究所，他研究科等の名称を「備考」欄に記入してください。

　　　４　「その他教室」には，「教育相談室」「ミーティングルーム」等が整備されている場合は，適宜記入してくだ

　　　５　「自習室」「図書館」「パソコン室」については，「備考」欄に利用可能時間等を記入してください。

認可時の計画 変更状況

22室 （1,649名収容）
学校教育学部
学校教育専攻
教科・領域教育専攻

54室

154室

1室 （104名収容）

2室

【学生１人当たりの専有面積 1.46㎡】

座席数　176席

5室（135名収容、パソコン 72台）

16室（16名収容）

3室（114名収容）

図書264,279冊【外国書46,661冊】

学術雑誌2,387種【外国雑誌261種】

電子ジャーナル7,306点【外国書5,324点】

視聴覚資料2,929点

　　　３　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消し修

　　　　正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しとした部分については，黒字で記載してください。

　　　　さい。
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

学校教育学部 新潟県上越市

　初等教育教員養成課程 4 160 － 640 学士(教育学) 1.06 昭和56 　山屋敷町１番地

４－（１）　既設大学等の状況

　上越教育大学

（注）１　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が，すでに設置している大学の学部，学部

　　　　の学科，短期大学の学科及び高等専門学校の学科について，大学，短期大学又は高等専門学校ごとに，

　　　　　なお，学生募集停止中の学部等については，「－」を記入するとともに，「備考」欄に「平成○年度

　　　　から学生募集停止」と記入してください。

　　　　状況を記入してください。

　　　　（大学院及び短期大学の専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。）

　　　２　認可申請書の様式第２号（その１）に準じて作成してください。

　　　３　「定員超過率」欄には，各修業年限に相当する期間（学年進行中の場合は，設置後経過した年数分）

　　　　における入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　　入学定員超過率については，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。
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（単位：人）

平成２０年度 平成２１年度 備　　　　考

派遣制度 40 23

修学休業制度 0 0

勤務継続 0 0

その他 0 0

小計（ａ） 40 23

81 70

14 27

135 120

120 120

1.12 1

（単位：人）

平成２０年度 平成２１年度 備　　　　考

派遣制度 26 18

修学休業制度 2 0

勤務継続 0 0

その他 0 0

小計（ａ） 28 18

74 69

18 25

120 112

130 130

0.92 0.86

（注）１　学生募集停止中の研究科・専攻等については，「－」を記入するとともに，「備考」欄

　　　　に「平成○年度から学生募集停止」と記入してください。

４－（２）　既存の教員養成分野における研究科等の状況

【大学院学校教育研究科(修士課程)学校教育専攻（Ｍ）】

区　　　分

入

学

者

数

現
職
教
員

学部新卒者（ｂ）

社会人学生（ｃ）

計（ｄ=ａ+ｂ+ｃ）

入学定員（ｅ）

定員超過率（ｄ/ｅ）

【大学院学校教育研究科(修士課程)教科・領域教育専攻（Ｍ）】

区　　　分

入

学

者

数

現
職
教
員

学部新卒者（ｂ）

社会人学生（ｃ）

計（ｄ=ａ+ｂ+ｃ）

入学定員（ｅ）

定員超過率（ｄ/ｅ）
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５　教員組織の概要

（１）教員組織・担当科目の状況

認　可　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

備　考専任・兼
担・兼任
等の別

職名 氏　名
就任予
定年月

担当授業科目名
専任・兼
担・兼任
等の別

職名 氏　名
就任予
定年月

担当授業科目名

専 教授 若井彌一 平成20
年４月

生徒指導、教育相談の実践と
課題 専

学校経営の危機管理と実践的
課題

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

生徒指導、教育相談の実践と
課題 ①(前)14.13

　(後)0
　(集)750

②(前)2
　(後)4
　(通年)2

(21)若井教授
の学長就任に
伴う補充
平成21年１月
教員審査済

学級経営、学校経営の実践と
課題

学級経営、学校経営の実践と
課題

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

学校運営リフレクションⅠ 学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ 学校運営リフレクションⅡ

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

教授 結城　忠 平成21
年４月

学校経営の危機管理と実践的
課題

学校経営と人権教育特論 学校経営と人権教育特論

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

教育課程の編成・実施の実践

14

専 教授 小林辰至 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

教科内容・方法学特論

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

①(前)8.93
　(後)0
　(集)750

②(前)0
　(後)0
　(通年)2

生徒指導、教育相談の実践と
課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

専 教授 西川　純 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

教科等の実践的な指導方法の
実践と課題

生徒指導、教育相談の実践と
課題

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

①(前)14.8
　(後)0
　(集)900

②(前)2.1
　(後)0
　(通年)2

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ
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教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

学び合いの授業論

学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

専 教授 松本　修 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

教科等の実践的な指導方法の
実践と課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

①(前)8.39
　(後)0
　(集)750

②(前)2
　(後)0
　(通年)2

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

国語科授業のデザインと評価

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

15

（ストレ ト）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

専 准教
授

木村吉彦 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

生徒指導、教育相談の実践と
課題

学級経営、学校経営の実践と
課題

教育実践リフレクションⅠ

①(前)11.6
　(後)0
　(集)750

②(前)2
　(後)3.6
　(通年)2

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

生活科の教科特性とその存在
意義

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

専 准教
授

藤田武志 平成20
年４月

生徒指導、教育相談の実践と
課題

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

①(前)11.46
　(後)0
　(集)900
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教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

②(前)1.4
　(後)1
　(通年)2
　(集中)30

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

授業と学校の改善に向けた教
育調査の理論と実際

学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

学校文化改革の課題と視点

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

専 准教
授

岩﨑　浩 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

教科等の実践的な指導方法の
実践と課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

①(前)8.93
　(後)0
　(集)900

②(前)0
　(後)0
　(通年)2
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Ⅰ

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

教科の固有性を踏まえた算
数・数学科の学習指導の理論

実際
学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

専・他 教授 朝倉啓爾 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

①(前)4.13
　(後)0
　(集)750

②(前)2.8
　(後)0.7
　(通年)2

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

社会認識を深める授業づくり
の実際と課題
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学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

専・他 教授 林　泰成 平成20
年４月

生徒指導、教育相談の実践と
課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

①(前)5.2
　(後)0
　(集)750

②(前)6.9
　(後)0
　(通年)2

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

道徳性の発達と支援

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

実・専 教授 武嶋俊行 平成20
年４月

学級経営、学校経営の実践と
課題

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ

①(前)8.93
　(後)0
　(集)750

②(前)0
　(後)0
　(通年)0

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

17

Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

実践的学校経営特論

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

実・専 教授 瀬戸　健 平成20
年４月

学級経営、学校経営の実践と
課題

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

教育実践リフレクションⅠ

①(前)8.93
　(後)0
　(集)900

②(前)0
　(後)0
　(通年)0教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

体で学ぶ一斉指導の基礎技法

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）
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学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

実・専 教授 廣瀬裕一 平成20
年４月

生徒指導、教育相談の実践と
課題

学級経営、学校経営の実践と
課題

学校教育と教員の在り方に関
する事例研究

学校運営リフレクションⅠ

①(前)12.13
　(後)0
　(集)750

②(前)0
　(後)0
　(通年)0

学校運営リフレクションⅡ

学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

宗教と公教育

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

①(前)8.93
　(後)0
　(集)750

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

実・専 准教
授

松沢要一 平成20
年４月

教科等の実践的な指導方法の
実践と課題

学級経営、学校経営の実践と
課題

18

(集)

②(前)0
　(後)0
　(通年)0

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

課題

実・専 准教
授

水落芳明 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

算数・数学科授業デザイン論

①(前)8.93
　(後)0
　(集)900

②(前)0
　(後)0
　(通年)0

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

教科等の実践的な指導方法の
実践と課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

学習デザイン論

学校運営リフレクションⅠ

学校運営リフレクションⅡ
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学校運営プレゼンテーション
Ⅰ

学校運営プレゼンテーション
Ⅱ

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

赤坂真二 平成20
年４月

生徒指導、教育相談の実践と
課題

学級経営、学校経営の実践と
課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

勇気づけの学級づくり論

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

実・専 准教
授

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

①(前)9.46
　(後)0
　(集)750

②(前)0
　(後)0
　(通年)0
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教科等の実践的な指導方法の
実践と課題

実・専 准教
授

久保田善彦 平成20
年４月

教育課程の編成・実施の実践
と課題

理科授業デザイン論

学校支援フィールドワークⅠ
（特別）

①(前)12.13
　(後)0
　(集)750

②(前)4
　(後)2
　(通年)2

（特別）

学校支援フィールドワークⅡ
（特別）

学級経営、学校経営の実践と
課題

教育実践リフレクションⅠ

教育実践リフレクションⅡ

教育実践プレゼンテーション
Ⅰ

教育実践プレゼンテーション
Ⅱ

兼 担 教授 峯岸　創 平成20年４月
「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

学校支援フィールドワークⅠ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅡ
（ストレート）

学校支援フィールドワークⅠ
（現職）

学校支援フィールドワークⅡ
（現職）

兼 担 教授 加藤泰樹 平成20年４月 身体教育学演習

兼 担 教授 増井三夫 平成20年４月
校内の授業研究のシステム化
と授業研究の方法

(21)平成21年
４月１日付け
副学長就任，
同日付け教授
兼務

兼 担 教授 加藤泰樹
平成21
年４月

身体教育学演習

兼 担 教授 西村俊夫 平成20年４月
「子ども・芸術・学校」その
実際と課題
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兼 担 教授 川村知行 平成20年４月
社会認識を深める授業づくり
の実際と課題

兼任

兼 担 准教授 石濱博之 平成20年４月 小学校英語授業づくり論

兼 担 教授 荻原克男 平成20年４月 現代の教育改革とビジョン 教授 荻原克男
平成21
年４月

現代の教育改革とビジョン

(21)平成21年
３月31日付け
自己都合退職
（集）15時間

兼 担

兼 担 准教授 髙石次郎 平成20年４月
「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

兼 担 准教授 阿部靖子 平成20年４月
「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

(21)平成21年
４月１日付け
昇任

教授 阿部靖子
平成20
年４月

「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

⑳ 平成20年４
月１日付け昇
任

兼 担

兼 担 教授 髙石次郎
平成21
年４月

「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

兼 担 准教授 阿部亮太郎 平成20年４月
「子ども・芸術・学校」その
実際と課題

兼 担 准教授 釜田　聡 平成20年４月
社会認識を深める授業づくり
の実際と課題

教授 釜田　聡
平成21
年１月

社会認識を深める授業づくり
の実際と課題

(21)平成21年
１月１日付け
昇任

兼 担 講師 大橋奈希左 平成20年４月 身体教育学演習

兼 担 准教授 安藤知子 平成20年４月 現代の教育改革とビジョン

兼 担

兼 担 講師 周東和好 平成20年４月 身体教育学演習

兼 担 講師 迎　勝彦 平成20年４月 国語科授業のデザインと評価 准教授 迎　勝彦
平成20
年４月

国語科授業のデザインと評価
⑳ 平成20年１
月１日付け昇
任

兼 担 講師 村中智彦 平成20年４月
特別支援教育における授業づ
くりの理論と実際
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（２）科目別教員数一覧

①領域 ②領域 ③領域 ④領域 ⑤領域 小 計

（ 3 ） ( 2 ) ( 3 ) ( 1 ) ( 2 ) ( 4 ) ( 4 ) ( 4 ) ( 4 )

3 2 3 1 2 4 4 4 4

( 2 ) ( 1 ) ( 2 ) ( 1 ) ( 1 ) ( 3 ) ( 3 ) ( 3 ) ( 3 )

2 1 2 1 1 3 3 3 3

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

( 1 ) (   ) ( 1 ) (   ) (   ) ( 2 ) ( 2 ) ( 2 ) ( 2 )

1 1 2 2 2 2

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) ( 1 ) ( 3 ) ( 3 ) ( 3 ) ( 3 ) ( 3 ) ( 3 )

1 3 3 3 3 3 3

( 2 ) ( 3 ) ( 1 ) ( 3 ) (   ) ( 4 ) ( 4 ) ( 4 ) ( 4 )

2 3 1 3 4 4 4 4

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
実・み 教　授

実・専 教　授

准教授

講　師

助　教

専・他 教　授

准教授

講　師

助　教

専 教　授
平成21年４月１日付けで教
授１名が学長就任のため，
同日付けで教授１名を新た
に採用准教授

講　師

助　教

区分 職名

科目分類

合 計 備　　　考共通科目 分野別
科　目

実習科目

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) ( 6 ) (   ) ( 6 )

8 8

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) ( 6 ) (   ) ( 6 )

4 4

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) ( 4 ) (   ) ( 4 )

3 3

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) ( 0 ) (   ) ( 0 )

1 1

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

( 4 ) ( 2 ) ( 5 ) ( 4 ) ( 5 ) ( 9 ) ( 15 ) ( 9 ) ( 15 )

4 2 5 4 5 9 18 9 18

( 4 ) ( 4 ) ( 3 ) ( 4 ) ( 1 ) ( 7 ) ( 13 ) ( 7 ) ( 13 )

4 4 3 4 1 7 11 7 11

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) ( 4 ) (   ) ( 4 )

3 3

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

合 計 教　授

准教授

講　師

助　教

兼 任 教　授
平成21年３月31日付け退職
教授（他大学へ転出）を非
常勤講師として任用

准教授

講　師

助　教

兼 担 教　授
平成20年１月１日付け講師
から准教授に昇任１名
平成20年４月１日付け准教
授から教授に昇任１名
平成21年４月１日付け准教
授から教授に昇任２名
平成21年３月31日付け退職
教授１名（他大学へ転出）

准教授

講　師

助　教

実・み 教　授

准教授

講　師

助　教
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（３）専任教員交代の理由

番号 職位

１ 教授

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（注）１　「(１)　担当教員表」は，認可申請書の様式第３号（その１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目

　　　　を担当する教員組織に所属している場合は，〈表題〉を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　　（記入例参照）

　　　３　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　４　退職者は「備考」欄に退職年月，理由を記入してください。

記　号

専

専 ・ 他

実 ・ 専

　専任教員の交代者である結城忠教授の採用に当たっては，文部科学省に「専任教員採用等設置計画変更書」を
平成20年12月に提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査を受けている。また，学生に対しては，
専攻・コースにおいて専任教員交代について紹介を行うとともに授業科目一覧を通じて，学生への周知を図って
おり，専任教員交代に係る学生の履修等への影響は生じないものと考える。

　　　２　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を朱書きで見え消

専任教員氏名 辞任（就任辞退等含む）等の理由

若井　彌一 平成21年４月１日 国立大学法人上越教育大学長就任のため

　　　　し修正するとともに，その理由及び報告年度「（21）」を「備考」欄に朱書きしてください。

　　　　　なお，昨年度の報告において朱書きで見え消しとした部分については，黒字で記載してください。

　　　５　「専任・兼担・兼任等の別」欄については，下記の表の分類の順に，それぞれの記号を記入してくだ

　　　　さい。

分　　　　　　　　　　　類

専任教員

専任ではあるが，他の学部・大学院の専任教員

実務家・専任 実 ・ 専

実 ・ み

兼担

兼任

　　　６　年齢は，就任年度に関わりなく，「認可時の計画」欄には，開設時現在の満年齢を，「変更状況」欄

　　　　には，平成２１年５月１日現在の満年齢を記入してください。

　　　７　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は

　　　　「昇格」をいう。）は，変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は

　　　　「後任未定」及び今後の採用計画を「備考」欄に記入してください。また，「専任教員採用等変更書

　　　　（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出し，

　　　　教員判定の結果が出ていない場合は「○年○月変更書提出済」，変更書を提出予定の場合は「○年○月

　　　　変更書提出予定」と記入してください。前判定があり審査が不要となる教員についてはその前判定とそ

　　　　の授業科目名称をそれぞれ「備考」欄に（　）書きで記入してください。（記入例参照）

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」欄に「（教員審査省略）」及び

　　　　その変更の理由，変更年度（　）書き等のみを記入してください。

　　　８　「(２)　教員数」の「認可時の計画」欄には，完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時

　　　　の状況を記入し，「変更状況」欄には，平成２１年５月１日現在（就任年月に達していない者を含む）

　　　　の状況を記入するとともに，［　］内に差し引き数を記入してください。

　　　　（記入例：１名減の場合：△１）

　　　９　「(３)　専任教員交代の理由」欄には，認可時の計画からの専任教員交代の理由について，可能な限

　　　　り具体的に記入してください。

　　１０　「(４)　専任教員交代に係る大学の所見」欄には，専任教員交代に係る学生の履修等への影響に関す

　　　　る「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　１１　「備考」欄には，①教職大学院の毎週担当授業時数，②学部，教職大学院以外の大学院の毎週担当時

　　　　数の「計」をそれぞれ記入してください。（兼担・兼任教員は記入する必要がありません。）

　　　　　また，「毎週担当授業時数」の記載に当たっては，

　　　　（イ）集中講義については，総時間数を記入してください。

実務家・専任

実務家・みなし専任（年間６単位以上の授業を担当し，かつ，専門職大学院のカリ
キュラム編成等の運営に責任を有する者）

兼担（学内の他学部等の教員）

兼任（他の大学等の教員）

　　　　（ア）（前）は前期，（後）は後期，（集）は集中講義又は集中面接授業を記入してください。
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　　　　（ウ）実験・実習やオムニバス方式による授業などで，学期の一部の期間を担当する場合，担当時間数

　　　　　　を通年の時は３０週，半期の時は１５週で除した時間数を記入してください。（例：後期開講科目

　　　　　　の実習がある教員が１０時間担当する場合　１０（時間）÷１５（週）≒０.７
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

認　可　時

（平成19年12月3日）

○　実習期間の認定については，連
携協力校と密接に連携して，学生ご
とに対応できるよう配慮すること。

⑳　学校支援プロジェクトのテーマや実
習生受入校（連携協力校等）の実態に応
じ，１ヶ月以上連続して活動する場合≪
集中型≫や，週１～２日を数ヶ月にわ
たって活動する場合≪分散型≫を基本と
し，次の方法により配慮する。
○　４月：オリエンテーション（学校支
援プロジェクトの趣旨，運営方法の説
明）
○　５月：関心のある支援活動を選択。
○　６月：支援チーム（実習担当教員１
名，大学院学生２～５名）の決定。
○　７月：支援チームごとに学校訪問
し，実態や具体的課題の把握。
○　８月から９月：支援チームごとに学
校との連絡調整をしながら支援内容の打
ち合わせ。

㉑　学校支援プロジェクトのテーマや実
習生受入校（連携協力校等）の実態に応
じ，１ヶ月以上連続して活動する場合≪
集中型≫や，週１～２日を数ヶ月にわ
たって活動する場合≪分散型≫を次の方
法により調整し，配慮した。
○　４月：オリエンテーション（学校支
援プロジェクトの趣旨，運営方法の説
明）
○　５月：関心のある支援活動を選択
○　６月：支援チーム（実習担当教員，
大学院学生）の決定
○　７月：支援チームごとに学校訪問
し，実態や具体的課題の把握
○　８月：支援チームごとに学校との連
絡調整をしながら支援内容の打ち合わせ

６　留意事項に対する履行状況等

○　設置の趣旨・目的等が活かされ
るよう，設置計画を確実に履行する
こと。
　また，学術の理論及び応用を教授
研究するという大学院の目的，さら
に理論と実践を融合して専ら小学
校，中学校，高等学校，中等教育学
校，特別支援学校及び幼稚園の高度
の専門的な能力及び優れた資質を有
する教員の養成のための教育を実施
するという教職大学院の目的に照ら
し，開設時から充実した教育研究活
動を行うことはもとより，その水準
を一層向上させるよう努めること。

⑳　設置計画に沿った教員配置，カリ
キュラム等により開設している。
　今後，自己点検・評価，学生による授
業評価，外部評価，修了生等からの意見
の聴取・評価などにより教育研究活動の
向上に努める。

㉑　設置計画に沿った教員配置，カリ
キュラム等により開設した。
　また，日本教育大学協会（教職大学院
認証評価機関設立特別委員会）が策定し
た評価基準に基づき，「教職大学院認証
評価試行自己評価書」を作成し，同協会
評価基準拡大ワーキンググループの訪問
調査を受審するとともに，学生による授
業評価やＦＤ研修会などのＦＤ活動を実
施した。今後も，学生による授業評価を
はじめとしたＦＤ活動や自己点検・評価
を継続的に実施するとともに，修了生等
からの意見聴取・評価などにより教育研
究活動の一層の向上に努める。
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設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成20年４月20日）

⑳　免除の判定方法等は，次により行
う。
○　判定方法・判定体制：免除希望者が
提出した「教育実践に係る書類」を，教
育実習委員会学校支援プロジェクト専門
部会が審査を行い，教務委員会及び教授
会の議を経て，学長が認定。
○　実習免除の基準：臨床力が備わって
いるか否かを判定。
○　申請書類：「修得単位免除許可申請
書」に，次に掲げる教育実践に係る書類
５本以上を添付。
　(1) 発表資料が掲載されている学校の
研究紀要
　(2) 研究会・学会等での発表資料
　(3) その他上記に掲げる資料と同等の
資料

㉑　免除の判定方法等は，次により行っ
た。
○　判定方法・判定体制：免除希望者が
提出した「教育実践に係る書類」を，教
育実習委員会学校支援プロジェクト専門
部会が審査を行い，教務委員会及び教授
会の議を経て，学長が認定
○　実習免除の基準：臨床力が備わって
いるか否かを判定
○　申請書類：「修得単位免除許可申請
書」に，次に掲げる教育実践に係る書類
５本以上を添付
(1) 発表資料が掲載されている学校の研
究紀要
(2) 研究会・学会等での発表資料
(3) その他上記に掲げる資料と同等の資
料

　なお、平成20年３月21日付で取扱細則
（添付資料⑧参照）を制定，さらに平成
21年３月３日付けで審査の基準を明文化
し，教育実践に係る書類５本のうち２本
は半年以上の長期的な観察または実践の
成果が含まれていることとして，臨床力
の構成要件を明確化した（添付資料⑩参
照）。

○　実習を免除する際に提出させる
「実践研究業績」を厳正に評価する
とともに，免除の判定方法及び判定
する組織・体制を明確にすること。
　なお，評価にあたっては，所属長
や任命権者が評価する資料を活用す
るなど，客観性が担保されるよう配
慮すること。

○　教職大学院の設置の趣旨が活か
されるよう，入学者の質に留意しつ
つ，入学者の適切な確保に努めるこ
と。
　また，コースごとの適切な定員充
足に努めること。
　特に，現職教員の受入れについて
は，教育委員会の人材養成ニーズと
大学が養成する人材像について教育
委員会と十分な共通認識を図るこ
と。

㉑　アドミッション・ポリシー（入学者
受入方針）をはじめとした概要・特色を
広く周知するための大学説明会や個別相
談会及び各教育委員会への訪問などを精
力的に実施し，平成21年度入学者選抜に
おける志願者数が平成20年度入学者選抜
に比べ増加（30名増）した。この出願を
受け，入学者選抜を行い，平成21年度入
学者が51名となり，専攻の入学定員（50
名）を充足した。
　しかしながら，学校運営リーダーコー
スにあっては，標準学生数20名に対して
７名の入学者に留まっており，今後も引
き続き，大学院説明会及び個別相談会の
充実や広報活動の工夫を図るなど，入学
者の確保に向けて積極的に取り組んでい
く。なお，現職教員の受入れについて，
教育委員会の人材養成ニーズと大学が養
成する人材像について教育委員会と十分
な共通認識をより一層図るため，平成21
年４月に本学学長が新潟県教育委員会へ
出向き，協議会の設置を教育委員会側に
提案し，基本方針について合意を得たと
ころである。
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○　教育委員会に対し教職大学院の
設置趣旨について一層の理解を求
め，積極的な連携協力を得るための
共通認識の確立に努めるとともに，
デマンドサイドのニーズを踏まえた
教職大学院となるよう，派遣教員の
成果の評価やプログラムの見直し等
への参画を促し，カリキュラムや教
育方法など教職大学院の運営全般に
ついて教育委員会等の要望・意見を
反映する仕組みを構築し，適切に機
能するようにすること。

㉑　左記のことについて，以下のとおり
取り組んだ。
○ 学外関係者を含めた委員で構成される
「学校支援プロジェクト連絡会」を設置
し，３回（平成20年５月23日，９月25
日，平成21年３月16日）の会議を開催。
学校支援プロジェクト（学校支援フィー
ルドワーク，学校支援リフレクション，
学校支援プレゼンテーションによる一連
の活動）全般に関することを審議
○ 新潟県，青森県，岩手県，福島県，茨
城県，神奈川県，石川県，福井県，長野
県及び福岡県教育委員会並びに新潟市教
育委員会との情報交換会を開催（平成20
年11月30日）。派遣教員との懇談会並び
に教職大学院のカリキュラム及び学校支
援プロジェクトの活動の説明等を実施
し，教職大学院について理解の深化を図
り，運営全般に関して意見交換を実施
○ 新潟県教育委員会及び県内各市教育委
員会等の学外関係者18人を対象にした教
職大学院及び学校支援プロジェクト説明
会を開催（平成20年12月６日）。教職大
学院のカリキュラム及び学校支援プロ
ジェクトの活動について理解の深化を図
り，運営全般に関して意見交換を実施
○ 新潟県教育委員会，県内各市教育委員
会及び小・中学校教員等を対象（出席者
190人）にした教職大学院シンポジウム－
学校支援プロジェクトを中核とした教職
大学院カリキュラムの創造－を開催（平
成20年12月６日）。派遣教員等の成果発
表及び質疑応答等により，教職大学院の
カリキュラム及び学校支援プロジェクト
の活動について理解の深化を図り，運営
全般に関して意見交換を実施。

　また，上記のほか，平成21年４月に学
長が新潟県教育委員会へ出向き，次のこ
とを目的とした協議会の設置を教育委員
会側に提案した。
・教育委員会の人材養成ニーズと本学が
養成する人材像について共通認識を図
る。
・派遣教員の成果の評価やプログラムの
見直し等へ参画いただく。
・カリキュラムや教育方法など大学院の
運営全般について教育委員会の要望・意
見を反映させ，適切に機能するようにす
る。

○　「臨床力」とはどのようなもの
であるかなど，実習を通じて身に付
ける資質・能力を明確にした上で，
実習の到達目標に相関性のある免除
基準を確立し，教職経験等との相関
性や免除の妥当性を十分検討した上
で実習免除を実施すること。
　また，教職大学院における実習の
趣旨や意義を実習校に周知した上
で，実習の成果が十分に上がるよう
実習校との協力体制を整えること。

㉑　上越教育大学大学院学校教育研究科
専門職学位課程の実習科目により修得す
る単位の免除に関する審査に係る申合せ
（平成20年５月23日教務委員会決定）
（添付資料⑨参照）に基づき，上越教育
大学教育実習委員会学校支援プロジェク
ト専門部会が行う審査の基準及び方法を
定めた（添付資料⑩参照）。
　また，上越市校長会及び妙高市校長会
において，実習の趣旨や意義を周知する
とともに，実習担当教員及び学校教育実
践研究センター特任教授が，事前又は実
習中に実習校と連絡調整を行い協力体制
を整えた。さらに実習終了後には学校支
援プロジェクト連絡会の構成員及び実習
校校長との会議を開催（平成21年３月16
日）し，実習に関する振り返り及び来年
度の取組みについて協議し，協力体制の
強化を図った。
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（注）１　「認可時」欄には，当該大学等の設置認可時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，

　　　４　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　毎年度，具体的に記入し，報告年度（丸数字）を付記してください。

　　　２　「設置計画履行状況調査時」欄には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項

　　　　に対する履行状況等について，毎年度，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付け

　　　　る資料を添付してください。

　　　３　入学定員超過に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記

　　　　入してください。
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７ 情報提供に関する事項

①　設置認可申請書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　　平成２０年　７月　１日　　）

　ｃ　文部科学省ホームページから、貴学ホームページの「設置認可申請書」掲載ページへのリンク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　承 諾 す る　・　承諾しない　）

　d　上記で「承諾する」を選んだ場合、そのリンク先のアドレス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（http://www.juen.ac.jp/contents/info/admindoc/index.html）

②　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　　平成２０年　７月　１日　　）

文部科学省ホ ムペ ジから 貴学ホ ムペ ジの「設置計画履行状況報告書」掲載ペ ジ のリンク　ｃ　文部科学省ホームページから、貴学ホームページの「設置計画履行状況報告書」掲載ページへのリンク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　承 諾 す る　・　承諾しない　）

　d　上記で「承諾する」を選んだ場合、そのリンク先のアドレス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（http://www.juen.ac.jp/contents/info/admindoc/index.html）

（注）　「①」及び「②」の「ｃ」において「承諾する」場合，文部科学省のホームページにてリンク先を掲載します。

　　　　なお，未公表の場合には，公表後の取扱いについて記入してください。
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